社団法人全日本配合飼料価格・畜産安定基金の基金設立までの経過
（社団法人全日本配合飼料価格・畜産安定基金の３０年の歩みから）

昭和４３年２月及び３月に社団法人全国配合飼料供給安定基金（以下「全農基金」という・）及び社団法人全国乳用牛配合飼料価格安定基金（以下「乳配基金」という。）がそれぞれ設立されたとき、協同組合日本飼料工場会においても、基金を設立すべく検討、折衝が重ねられたが、諸般の事情から基金の設立をみるに至らなかった。
　その後、原料の８割以上を輸入に依存するわが国の配合飼料の供給価格が、海外の配合飼料原料事情に影響され、大幅な変動を繰り返し、畜産経営の健全な発展からも配合飼料の供給価格の安定化が叫ばれるようになったことから、日本飼料工業会においても、配合飼料価格の変動による影響を緩和する方策としての基金制度の必要性が強調されてきた。

このため、昭和４７年９月、日本飼料工場会に配合飼料価格安定対策委員会が設置され、農林省の指導の下に、税制、社団法人、業務運営等の諸問題について検討され、昭和４７年度末には、基金の定款及び業務方法書の骨子が固められた。
ところが、昭和４７年において、世界におけるとうもろこし及びこうりゃんの生産は、米国において史上２番目の豊作といわれたが、米国以外のとうもろこしの主要輸出国であるアルゼンチン、タイ等は異常気象により大減産となり、ソ連、中国においても不作が伝えられ、全世界の飼料穀物の需要が専ら米国に集中する事態が発生した。

かかる情勢から、世界の穀物需給は、従来の供給過剰かの傾向から一変し、極度に逼迫の度を加え、穀物の国際価格は、昭和４８年１月以降大幅な値上げとなる状況に立ち至った。

農林省としては、飼料穀物の国際価格の上昇により、国内の配合飼料供給価格の引き上げが畜産経営者に及ぼす影響を憂慮し、昭和４８年２月に次に掲げる飼料緊急対策を発表し、飼料価格の値上げをできる限り抑制するとともに、畜産経営に及ぼす影響の激変を緩和するための措置が講じられることとなった。

○　飼料緊急対策：

(1)　政府操作飼料及び過剰米の飼料用売却の促進

(2)　畜産経営特別資金緊急融資措置

(3)　配合飼料価格安定基金の強化

(4)　条件緩和等の金融対策

以上に述べた飼料穀物及び配合飼料価格の高騰についてみると、配合飼料の主原料であるとうもろこしの輸入価格（通関価格）は、昭和４７年度の価格に比べ、昭和４８年度は1.5倍強、昭和４９年度は2.3倍強、昭和５０年度は2.1倍に上昇し、配合飼料の供給価格（工場建値）は同じく昭和４８年度は1.4倍強、昭和４９年度は1.9倍強、昭和５０年度は1.8倍強、昭和５１年度は1.9倍弱に引き上げられ、一時は「畜産危機」とまでいわれるようになった。
農林省においては、既存の全農基金及び乳配基金が行政施策の対象となり得るが、国内の配合飼料生産の６割を占める配合飼料製造業者を組合員とする日本飼料工場会に基金がないことから、行政対象の公平を期するため、日本飼料工場会にも基金を設立させ、これを軸として他の基金と同様の施策を講じる必要があるという見地から、基金の設立を急がせることとなった。
これを受けて、日本飼料工場会においては、社団法人日本配合飼料価格安定基金（以下「基金」という。）の設立のため、昭和48年２月22日及び３日２日基金設立準備会を開催し、別記２に掲げる基金設立発起人を選任、３月５日基金創立総会を開催し、理事１４名及び監事２名を選任、東京都を経由して、３月７日基金設立許可申請書を農林大臣に提出し、３月１２日基金設立の許可を受けた。次いで、同年３月24日に東京法務局港出張所に登記の申請を行い、３月30日に登記を完了した。
また、３月12日に農林省畜産局長あてに業務方法書の承認を申請し、３月13日に承認を受け、同日から基金業務を開始した。

さらに、補てん積立金の免税措置を受けるため、同年３月16日に国税長官あてに配合飼料価格差補てん業務の認定承認に関する申請書を提出し、４月10日に認定承認を受けた。
